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令和３年度 市町村普通会計決算 

 
 
 
  このたび、県内市町村の令和３年度普通会計決算がまとまりましたのでお知らせします。 
    

※ 普通会計とは、一般会計と、公営事業会計（独立採算によって運営される地方公営企業等）以外の会計 
 を総合して一つの会計としてまとめたものです。 

    ※  本資料の図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計等が一致しない場合

があります。 
※ 過去の県内市町村の決算資料等は、岐阜県公式ホームページでご覧いただけます。 

トップ＞くらし・防災・環境＞市町村情報＞市町村財政＞市町村財政の状況「岐阜県市町村の行財政関 

係の統計」 

 （https://www.pref.gifu.lg.jp/page/4788.html） 

 

 
 
 
１ 総括 
 

〇 歳入・歳出ともに令和２年度に次ぐ過去２番目の規模。 

・ 令和２年度限りの特別定額給付金事業の終了等により歳入・歳出ともに減少したが、令和２

年度に次ぐ決算規模。 

 

〇 実質収支は、県内全市町村が黒字を維持。 

 

○  財政運営指標（財政力指数・経常収支比率・実質公債費比率）の県内市町

村の平均は、いずれも全国平均に比べ、良好な状態にある。 

［注］ 各財政運営指標の詳細については、P.16 以降に記載。 
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２ 決算規模 
 

○ 決算規模は歳入・歳出ともに減少（歳入は９年ぶり、歳出は３年ぶり

に減少）。 

・歳入で１２．５％、約１,５０９億円の減、歳出で１４．７％、約１，６９１億円の減。 

 

 令和３年度における普通会計決算規模は、 

 

  歳入 １兆５６９億７，４０６万円（前年度 １兆２，０７８億２，６９９万円） 
 

   歳出   ９,８１１億２，７１７万円（前年度 １兆１，５０１億８，０３５万円） 

 
対前年度伸率は、歳入▲１２．５％、歳出▲１４．７％となった。 

 

決算規模の対前年度比較 

（単位：百万円、％）

歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差　　引

翌年度に繰越
すべき財源

実質収支 単年度収支
実質単年度
収　　　支

1,056,974 981,127 75,847 11,079 64,767 16,565 25,491

（額） ▲ 150,853 ▲ 169,053 18,200 1,645 16,556 9,643 27,264

（伸率） ▲ 12.5 ▲ 14.7 31.6 17.4 34.3 139.3 ▲ 1,537.0

1,207,827 1,150,180 57,647 9,435 48,212 6,922 ▲ 1,774

決算年度・区分

令和３年度

令和２年度

対前年度
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３ 決算収支 
 

○ 実質収支は全市町村で黒字であり、合計額も前年度を上回った。（全国全

ての団体が黒字） 

［注］ 全国の状況は、総務省公表資料「令和３年度市町村普通会計決算の概要（速報）」による。 

 

（１）実 質 収 支          （歳入歳出差引額－明許繰越等により翌年度に繰り越すべき財源） 

６４７億６，７４９万円 （前年度 ４８２億１，１８１万円） 

    ・県内全市町村とも黒字となった。 

 

（２）単 年 度 収 支           （当該年度の実質収支－前年度の実質収支） 

      １６５億６，５４０万円 （前年度 ６９億２，２４２万円） 

    ・黒字３８団体、赤字４団体（前年度は、黒字３１団体、赤字１１団体）となった。 

    

（３）実質単年度収支    

（単年度収支＋財政調整基金への積立額＋地方債の繰上償還額－財政調整基金取崩し額）   

２５４億９，０５０万円 （前年度 ▲１７億７，３９３万円） 

    ・黒字３８団体、赤字４団体（前年度は、黒字２６団体、赤字１６団体）となった。 
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  実質収支とは、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額。 

地方公共団体が黒字であるか赤字であるかは、一般的にこの数値により判断されることから、財政運営の健全性 

を示す重要な項目とされている。 

   

単年度収支は、当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。 

実質収支が黒字で推移している状況において、単年度収支が赤字となった場合は過去の剰余金を当該年度に支出 

したことになり、黒字となった場合は前年度の剰余金以上に剰余金が発生したことになる。 

   

実質単年度収支は、単年度収支に、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、 

赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額。 

当該年度だけの実質的な収支を把握するためのものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考】
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４ 歳入の状況 
 

 

○  地方税は２年連続で減少。 

・ 地方税は、中小企業等に対する固定資産税の減免措置等により、２年連続で減少 

（▲２．３％）した。 

 

○  地方交付税は２年連続で増加。 
・ 地方交付税は、令和２年度国税決算の上振れと令和３年度国税収入の増額補正に伴う再 

算定等により、２年連続で増加（１７．１％）した。 

・ また、地方交付税の不足分として振り替えられる臨時財政対策債も増加 

（２６．１％）し、地方交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税に 

ついても増加（１８．３％）した。 

 

○  国庫支出金は３年ぶりに減少。 
・ 国庫支出金は、特別定額給付金事業の終了等に伴う新型コロナウイルス感染症対策に係 

る国庫支出金の減少等により、前年度より減少（▲４３．７％）した。 

 

○  地方債は３年ぶりに減少。 

・ 旧合併特例事業債、減収補塡債等の発行額の減少により、前年度より減少 

（▲４．３％）した。 
 
 

 
 

決算規模の対前年度比較 （単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

556,346 52.6 523,826 43.4 32,520 6.2

地方税 295,528 27.9 302,628 25.1 ▲ 7,100 ▲ 2.3

地方譲与税 9,429 0.9 9,308 0.8 121 1.3

地方交付税 185,210 17.5 158,191 13.1 27,019 17.1

その他 66,179 6.3 53,699 4.4 12,480 23.2

14,558 1.4 14,189 1.2 369 2.6

196,065 18.6 348,371 28.8 ▲ 152,306 ▲ 43.7

60,138 5.7 61,071 5.1 ▲ 933 ▲ 1.5

75,491 7.1 78,892 6.5 ▲ 3,401 ▲ 4.3

うち臨時財政対策債 30,439 2.9 24,133 2.0 6,306 26.1

154,376 14.6 181,478 15.0 ▲ 27,102 ▲ 14.9

うち繰入金 30,633 2.9 51,786 4.3 ▲ 21,153 ▲ 40.8

1,056,974 100.0 1,207,827 100.0 ▲ 150,853 ▲ 12.5

うち地方交付税＋臨時財政対策債 215,649 20.4 182,324 15.1 33,325 18.3

対前年度
伸    率

令和２年度令和３年度

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

歳入総額

対前年度
増減額区分

一般財源

（

内
訳
）

使用料・手数料

 

 
［注］一般財源のうち「その他」は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ 
   場利用税交付金、自動車税環境性能割交付金、法人事業税交付金、地方特例交付金等の合計額。 
［注］「国庫支出金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 
［注］「その他」は、交通安全対策特別交付金、分担金及び負担金、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金及び諸収入の合計額。 
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（１）一般財源総額は、前年度比６．２％、３２５億２０百万円の増となった。 

（２）地方税は、中小企業等に対する固定資産税の減免措置等により、前年度比２．３％、７１
億円の減と、２年連続の減となった。 
うち市町村民税は、法人所得の増加により法人税割が６．４％増加したが、個人所得の減

少による個人所得割の２．３％減等により、総額では１．０％の減となった。 
また、固定資産税は、中小企業者等に対する減免措置等により、４．５％の減となった。 

地方税の収入済額対前年度比較 （単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

295,528 100.0 302,628 100.0 ▲ 7,100 ▲ 2.3

125,481 42.4 126,731 41.9 ▲ 1,250 ▲ 1.0

3,657 1.2 3,671 1.2 ▲ 14 ▲ 0.4

102,884 34.8 105,290 34.8 ▲ 2,406 ▲ 2.3

6,159 2.1 5,761 1.9 398 6.9

12,781 4.3 12,009 4.0 772 6.4

133,516 45.2 139,851 46.2 ▲ 6,335 ▲ 4.5

133,190 45.1 139,518 46.1 ▲ 6,328 ▲ 4.5

土地 45,781 15.5 46,375 15.3 ▲ 594 ▲ 1.3

家屋 55,958 18.9 59,883 19.8 ▲ 3,925 ▲ 6.6

償却資産 31,451 10.7 33,260 11.0 ▲ 1,809 ▲ 5.4

326 0.1 333 0.1 ▲ 7 ▲ 2.1

36,531 12.4 36,046 11.9 485 1.3

令和３年度 令和２年度
対前年度
増減額

対前年度
伸    率

所得割

法人均等割

交付金

区分

地方税

市町村民税

個人均等割

その他

法人税割

固定資産税

純固定資産税

 

（３）地方譲与税は、自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税の増等により、前年度比１．３％、
１億２１百万円の増となった。 

 
（４）地方交付税は、令和２年度国税決算の上振れと令和３年度国税収入の増額補正に伴う再算

定等により、前年度比１７．１％、２７０億１９百万円の増と、２年連続の増となった。ま
た、地方交付税の不足分として振り替えられる臨時財政対策債（臨財債）も２６．１％増加
し、実質的な地方交付税としては８．３％の増となった。 

 
（５）一般財源のうち、その他は、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金の
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増等により、前年度比２３．２％、１２４億８０百万円の増となった。 
 
（６）国庫支出金は、特別定額給付金事業の終了等に伴う新型コロナウイルス感染症対策に係る

国庫支出金の減等により、前年度比４３．７％、１，５２３億６百万円の減となった。 
 
（７）県支出金は、普通建設事業費支出金、新型コロナウイルス感染症対策に係る支出金の減等

により、前年度比１．５％、９億３３百万円の減となった。 
 
（８）地方債は、旧合併特例事業債、減収補塡債等の発行額の減により、全体としては、前年度

比４．３％、３４億１百万円の減となった。なお、臨時財政対策債を除いた地方債は、１７．
７％の減となっている。 

 
（９）その他は、繰入金、諸収入の減少等により、前年度比１４．９％、２７１億２百万円の減

となった。 
 

 

（単位：億円、％）

区　分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度

地方債発行額 701.8 700.1 735.0 631.0 642.5 717.8 702.3 766.0 788.9 754.9

対前年度伸率 ▲ 0.5 ▲ 0.2 5.0 ▲ 14.2 1.8 11.7 ▲ 2.2 9.1 3.0 ▲ 4.3  
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５ 歳出の状況 
 

■目的別歳出 

 

○ 衛生費、民生費などが増加した一方、総務費、商工費、教育費などが減

少した。 

 
 ※ 目的別歳出とは、財源をどういった行政目的のためにどれだけ支出したかによって分類したもの。 
 
目的別歳出の対前年度比較 

（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

6,165 0.6 6,076 0.5 89 1.5

148,712 15.2 339,144 29.5 ▲ 190,432 ▲ 56.2

326,435 33.3 278,980 24.3 47,455 17.0

95,829 9.8 74,360 6.5 21,469 28.9

1,142 0.1 1,275 0.1 ▲ 133 ▲ 10.4

25,432 2.6 27,079 2.3 ▲ 1,647 ▲ 6.1

52,491 5.3 75,211 6.5 ▲ 22,720 ▲ 30.2

96,834 9.9 96,885 8.4 ▲ 51 ▲ 0.1

36,346 3.7 42,050 3.7 ▲ 5,704 ▲ 13.6

104,940 10.7 121,727 10.6 ▲ 16,787 ▲ 13.8

7,312 0.7 7,800 0.7 ▲ 488 ▲ 6.3

78,222 8.0 79,571 6.9 ▲ 1,349 ▲ 1.7

1,267 0.1 22 0.0 1,245 5,659.1

981,127 100.0 1,150,180 100.0 ▲ 169,053 ▲ 14.7

衛生費

労働費

農林水産業費

消防費

区分

教育費

土木費

災害復旧費

商工費

公債費

諸支出金

歳出総額

議会費

総務費

民生費

令和２年度 対前年度
増減額

対前年度
伸    率

令和３年度
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（１）歳出総額における費目別の構成比は、民生費（３３．３％）、総務費（１５．２％）、教育

費（１０．７％）、土木費（９．９％）、衛生費（９．８％）の順で、前年度の総務費にかわ
り民生費が最も大きい割合を占めた。 

 
 
（２）費目別の対前年度増減は、衛生費（２８．９％）や民生費（１７．０％）など４費目で増

となった一方、総務費（▲５６．２％）、商工費（▲３０．２％）など９費目が減となった。 
 
［費目別の主な増減理由］ 
 
 ・ 総務費は、特別定額給付金事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る事業の減や新庁

舎建設事業（岐阜市）の減等により、前年度比５６．２％、１，９０４億３２百万円の減と
なった。 

 
 ・ 商工費は、中小企業金融調整貸付金（岐阜市）や商品券発行事業等の新型コロナウイルス

感染症対策に係る事業（可児市）の減等により、前年度比３０．２％、２２７億２０百万円
の減となった。 

 
 ・ 教育費は、小学校大規模改修事業（高山市）や、小学校教育用情報機器利用環境整備事業

（大垣市）の減等により、前年度比１３．８％、１６７億８７百万円の減となった。 
 
 ・ 消防費は、亜炭鉱跡防災対策事業（御嵩町）の減等により、前年度比１３．６％、５７億

４百万円の減となった。 
 
・  諸支出金は、土地開発基金廃止に伴う用地購入費（中津川市）の増等により、前年度比 
５，６５９．１％、１２億４５百万円の増となった。 
 

■性質別歳出 
 

○  義務的経費は３年連続の増加。 

・ 義務的経費は、子育て世帯臨時特別給付金事業や住民税非課税世帯臨時特別給付金事業

による扶助費の増等により、３年連続の増となった。 

○ 投資的経費は３年ぶりに減少。 
・ 普通建設事業費、災害復旧事業費ともに減となり、投資的経費は３年ぶりに減少となっ

た。 

 
※ 性質別歳出とは、行政目的を遂行するためにどういった資源に財源を投じたか、歳出の経済的性質に着目 
して分類したもの。 

※ 扶助費とは、社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者などに対して国や地方公 
共団体が行う支援に要する経費をいう。 

 
性質別歳出の対前年度比較 

（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

430,648 43.9 385,639 33.5 45,009 11.7

人件費 147,597 15.0 146,725 12.8 872 0.6

扶助費 204,830 20.9 159,362 13.8 45,468 28.5

公債費 78,221 8.0 79,552 6.9 ▲ 1,331 ▲ 1.7

121,920 12.4 144,333 12.6 ▲ 22,413 ▲ 15.5

普通建設事業費 114,608 11.7 136,533 11.9 ▲ 21,925 ▲ 16.1

災害復旧事業費 7,312 0.7 7,800 0.7 ▲ 488 ▲ 6.3

428,559 43.7 620,208 53.9 ▲ 191,649 ▲ 30.9

981,127 100.0 1,150,180 100.0 ▲ 169,053 ▲ 14.7

対前年度
伸    率

（

内
訳
）

その他の経費

歳出総額

令和３年度 令和２年度 対前年度
増減額区分

義務的経費

（

内
訳
）

投資的経費
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（１）義務的経費は、前年度比１１．７％、４５０億９百万円の増となった。 
 

・ 扶助費は、子育て世帯臨時特別給付金事業や住民税非課税世帯臨時特別給付金事業の実
施等により、前年度比２８．５％、４５４億６８百万円の増となった。 

・ 人件費は、新型コロナウイルス感染症対応や選挙等に係る常勤職員の時間外手当の増等
により、前年度比０．６％、８億７２百万円の増となった。 

 

 
 
（２）投資的経費は、前年度比１５．５％、２２４億１３百万円の減となった。 
     

・ 普通建設事業費は、各団体の庁舎整備等による事業の減等により、前年度比１６．１％、 
２１９億２５百万円の減となった。 

・  災害復旧事業費は、ごみ処理施設事業（岐阜市）の減等により、前年度比６．３％、４ 
億８８百万円の減となった。 
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投資的経費の状況 
 

事業費 伸率 事業費 伸率 事業費 伸率 事業費 伸率

 H24年度 114,003   ▲ 1.9 109,838  ▲ 1.6 45,985   ▲ 2.0 61,113  ▲2.8

 H25年度 117,583 3.1 116,147 5.7 51,043 11.0 63,055 3.2

 H26年度 120,316 2.3 118,216 1.8 49,777 ▲ 2.5 66,405 5.3

 H27年度 113,757 ▲ 5.5 110,519 ▲ 6.5 42,927 ▲ 13.8 65,351 ▲ 1.6

 H28年度 118,104 3.8 117,158 6.0 41,450 ▲ 3.4 72,498 10.9

 H29年度 123,305 4.4 121,901 4.0 47,289 14.1 71,610 ▲ 1.2

 H30年度 120,844 ▲ 2.0 114,352 ▲ 6.2 41,465 ▲ 12.3 69,926 ▲ 2.4

 R1年度 142,134 17.6 136,120 19.0 45,599 10.0 87,494 25.1

 R2年度 144,333 1.5 136,533 0.3 53,240 16.8 80,628 ▲ 7.8

 R3年度 121,920 ▲ 15.5 114,608 ▲ 16.1 50,448 ▲ 5.2 62,152 ▲ 22.9

 うち普通建設事業費　　 区分

 年度

(単位：百万円、％）

　　投資的経費
うち補助事業 うち単独事業
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■主な補助事業
（単位：百万円）

区　分 市町村名 事　　業　　名
事 業 費

（当該年度）

多治見市 駅南市街地再整備事業 3,063

各務原市 新庁舎建設事業 2,921

岐 阜 市 リサイクルセンター施設建設事業 2,735

美濃加茂市 古井保育園整備事業 1,064

下 呂 市 環境衛生施設整備事業 799

岐 阜 市 新庁舎建設事業 3,275

多治見市 小学校新校舎建設事業 2,017

各務原市 新庁舎建設事業 1,387

北 方 町 北方学園構想事業 915

高 山 市 小学校大規模改修事業 851

■主な単独事業
（単位：百万円）

区　分 市町村名 事　　業　　名
事 業 費

（当該年度）

羽 島 市 新庁舎建設事業 2,209

各務原市 新庁舎建設事業 2,080

岐 阜 市 道路環境整備事業 1,423

北 方 町 北方学園構想関連事業 1,113

中津川市 ごみ処理施設大規模修繕事業 830

岐 阜 市 新庁舎建設事業 11,337

御 嵩 町 亜炭鉱跡防災対策事業 3,778

北 方 町 南東部広域交流拠点整備事業 1,415

可 児 市 文化創造センター大規模改修事業 1,219

美 濃 市 健康文化交流センター建設事業 1,047

R2年度

R3年度

R2年度

R3年度

 
 
（３）その他の経費は、前年度比３０．９％、１，９１６億４９百万円の減となった。 
     

・ 補助費等は、特別定額給付金事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る事業の減等
により、前年度比６７．２％、２，１１９億５百万円の減となった。 

・ 貸付金は、中小企業金融調整貸付の減等により、前年度比３１．７％、１１８億１２百
万円の減となった。 
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６ 地方債残高 
 

○  地方債現在高は３年ぶりの減少。 

・ 令和２年度末まで、緊急防災・減災事業債、公共施設等適正管理推進事業債などの増加

を受けて、２年連続で増加となっていたが、臨時財政対策債、旧合併特例事業債、減収補

塡債などの減少を受けて、３年ぶりの減少となった。 

・ なお、後年度に元利償還金の全額が交付税で措置される臨時財政対策債を除いた地方債

現在高については、平成１２年度以降減少を続けていたが、令和元年度末に増加に転じ、

３年連続で増加した。 

 

 

地方債の現在高 （単位：百万円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度

23,423 25,159 27,044 29,146 24,510 24,750 25,507 26,804 28,579 30,175

1,112 2,743 4,986

12,591 11,280 10,004 8,948 7,778 6,833 5,980 5,346 4,842 4,175

33,362 31,581 31,449 29,853 30,945 32,516 31,655 34,654 35,802 34,706

18,682 16,129 14,671 13,328 11,392 9,687 8,856 8,553 9,939 10,832

272,632 259,289 249,850 235,800 224,882 222,294 222,981 228,876 231,933 231,610

  うち地域活性化事業債 1,200 1,044 1,152 1,106 1,036 1,275 1,202 1,305 1,903 1,956

  うち防災対策事業債 6,934 6,563 6,521 6,126 5,878 5,576 5,215 5,191 5,097 5,079

  うち地方道路等整備事業債 52,678 46,501 39,715 33,589 28,263 24,554 22,601 21,236 19,138 16,923

  うち旧合併特例事業債 143,185 147,833 153,172 151,108 148,175 151,739 150,673 152,552 146,433 138,003

  うち緊急防災・減災事業債 783 2,162 3,483 4,655 7,045 8,129 9,955 16,083 18,812

  うち公共施設等適正
　管理推進事業債

2,678 9,454 15,036 20,618 28,351

  うち緊急自然災害防
　止対策事業債

744 2,274 4,078

  うち緊急浚渫推進事業債 94 314

7,738 7,079 6,317 5,766 5,284 4,760 4,507 4,731 5,157 5,681

27,092 25,615 24,582 23,440 23,155 23,827 24,177 25,243 25,588 26,596

27,070 21,416 16,427 14,087 11,676 9,256 7,080 5,443 4,005 2,787

290,032 308,436 323,109 332,438 335,564 337,710 337,936 332,409 325,013 323,206

877 743 617 492 365 615 489 377 2,771 2,661

53,239 51,984 49,658 47,027 51,350 50,587 50,542 48,858 48,724 47,470

766,738 758,711 753,728 740,325 726,901 722,835 719,710 722,406 725,096 724,885

  除く臨財債 476,706 450,275 430,619 407,887 391,338 385,125 381,774 389,997 400,083 401,679

区　　　分

公共事業等債

公営住宅債

学校教育施設整備事業債

一般廃棄物処理事業債

一般単独事業債

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債

減税補塡債

臨時財政対策債

その他

地方債合計

辺地対策事業債

過疎対策事業債

減収補塡債

 

○ 臨時財政対策債については、３年連続で減少し、旧合併特例事業債、減収補塡債なども減少

したことで全体でも０．０３％の減となっている。 
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７ 積立金 
 
○  積立金現在高は、４年ぶりに増加。 

・ 財政調整基金、減債基金及び特定目的基金において取り崩しを上回る額を積み立てたた 

め、積立金現在高は増加した。 

 
 

  

積立金の増減額

対前年度伸率 対前年度伸率

財政調整基金 23,091 51.8 7,882 ▲ 58.2 15,209 150,499

減債基金 7,076 217.9 2,396 ▲ 38.0 4,680 36,095

特定目的基金 31,462 49.6 14,641 ▲ 42.4 16,821 190,875

合　　計 61,629 60.2 24,919 ▲ 48.3 36,710 377,469

区　  分 積立額(A)
取崩し額

(B)
積立金増減額

(A)－(B)
R3末積立
金現在高

（単位：百万円、％）

 

［注］積立額＝歳出決算額＋歳計剰余金処分による積立て 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 16 - 

 

基準財政収入額

基準財政需要額
財政力指数（３年平均） ＝

経常経費充当一般財源

経常一般財源等＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債
経常収支比率 ＝ ×１００

８ 財政運営指標 
 
 
（１）財政力指数 
 

 基準財政需要額の費目に地域デジタル社会推進費及び臨時経済対策費等が創設され、需要
の増額が生じたことにより、前年度から０．０２ポイント下降し、０．５７となった。 

   

 区　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

 市　  計 0.62 0.62 0.62 0.63 0.61

 町 村 計 0.54 0.55 0.55 0.55 0.53

 県　  計 0.58 0.59 0.59 0.59 0.57

 全 国 計 0.51 0.51 0.51 0.51 0.50  
 

   ［注］ 全国計は特別区を除く。各計は単純平均 
 
 

   ・ 財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数であり、大きいほど財政力が強いことを示す。 

   ・ 以下の算式により算出し、前３年度の平均値を使用する。 
 
 
 
 
 
（２）経常収支比率  
 
    県全体では、分子である経常経費充当一般財源が、物件費や扶助費などの増により増加し

たものの、地方交付税の増や地方特例交付金等の増等により分母である経常一般財源等がそ
れ以上に増加したことにより、前年度から５．４ポイント減少（改善）した。 

 

 

  （単位：％）

区　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

市計 90.7 90.2 90.6 90.7 85.2

町村計 84.4 85.2 85.6 84.3 79.6

県計 89.7 89.3 89.7 89.6 84.2

全国計 92.8 93.0 93.6 93.1 88.9
 

 
［注］ 減収補塡債特例分、猶予特例債及び臨時財政対策債を経常一般財源に加えて算出。 

    ［注］ 全国計は特別区を除く。各計は加重平均。 
 
 
  ・ 経常収支比率は、財政構造の弾力性を把握するものであり、低いほど財政構造に弾力性があることを示す。 

   ・ 以下の算式により算出する。 

 
 
 
 
（３）実質公債費比率 
    
    令和３年度決算に基づく県平均値は、前年度から０．１ポイント減少（改善）し、４．６ 

％となった。 
また、県内全市町村が、自主的かつ計画的に当該団体の財政の健全化を図るべき基準であ

る「早期健全化基準（２５％）」未満となっている。 
   なお、比率が１８％以上の団体は、地方債の発行に際し、知事の許可が必要となる「起債

許可団体」となるが、８年連続で起債許可団体は該当なしとなっている。 

【参考】

【参考】
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  （単位：％）

 区　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

 市　  計 5.5 5.1 4.7 4.3 4.1

 町 村 計 7.1 6.9 6.8 6.7 6.9

 県　  計 5.8 5.4 5.0 4.7 4.6

 全 国 計 6.4 6.1 5.8 5.7 5.5  
［注］ 実質公債費比率は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき算定されたものであり、数値は「令和 

３年度決算に基づく健全化判断比率等（確報値）の公表」による。各計は加重平均。 
 
 

 
 

 
 

  ・ 実質公債費比率は、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、 
公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置さ 
れるものを除く。）に充当されたものの占める割合の前３年度の平均値。地方債の償還金及びこれに準ずる額の大き 
さを指標化し、資金繰りの危険度を示す比率である。 

   ・ ２５％以上が、自主的かつ計画的にその団体の財政の健全化を図るべき「早期健全化基準」とされ、３５％以上 
が、自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況であるとされる「財政再生基準」とされている。 

   ・ 算式は以下の通り。 
                 

 

 

Ａ … 元利償還金（繰上償還等を除く） 

            Ｂ … 元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」） 

           ・公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金 

                   ・一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金・補助金 

                   ・債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの  等 

            Ｃ … 元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源 

            Ｄ … 元利償還及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる 

基準財政需要額に算入された額 

        Ｅ … 標準財政規模（標準的な規模の収入の額） 

【参考】

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

Ｅ－Ｄ
実質公債費比率（３年平均） = ×１００


